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東海4県の着工推移 出典：着工データ 国土交通省

5月新設住宅着工、持家6か月連続で減少

詳細は「国土交通省ホームページ」https://www.mlit.go.jp/でご確認ください。

国土交通省が6月30日発表した5月の新設住宅着工戸数は、前年同月比で
4.3％減少し、6万7193戸となりました。貸家は増加しましたが、持家と分譲住宅
が減少し、全体では15カ月ぶりに減少に転じました。同月の直近10年間の水準で
は、新型コロナウイルスの急速な蔓延により着工休止などが相次いだ2020年に
次いで低い水準となりました（2020年5月：6万3939戸）。季節調整済み年率換算
値は前月比6.5％減の82.8万戸で2か月連続で減少しました。
持家は前年同月比6.9％減の2万1307戸で、6カ月連続で減少し、持家も直近

10年間で2020年に次いで、下から2番目の低水準となりました。
一方、貸家は3.5％増の2万5942戸で15カ月連続の増加となりましたが、水準と
しては直近10年間で下から3番目の水準。分譲住宅は、8.5%減の1万9595戸で4

カ月ぶりに減少。一戸建ては1万1905戸で13か月連続の増加となりましが、0.9%

増と微増にとどまっており、国交省では「好調」とは言い難く、今後も注視が必要と
しています。



空き家対策の課題解決を図るモデル的な取組を決定

【詳細】国交省のＨＰ：https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000154.htmlでご確認下さい。

国土交通省は、令和4年7月12日に全国の空き家対策を一層加速化さ

せるための支援制度「住宅市場を活用した空き家対策モデル事業」に応
募のあった１１６件の提案の中から、学識経験者等で構成される評価委
員会の評価結果を踏まえて、７０件（地方公共団体５件、民間団体６５
件）のモデル的な取組を採択したと発表しました。

＜事業概要＞
「専門家等と連携した空き家に関する相談窓口の整備等を行う事業
（部門１）」、「住宅市場を活用した空き家に係る課題の解決を行う事業
（部門２）」及び「ポスト・コロナ時代を見据えて顕在化した新たなニーズ
に対応した総合的・特徴的な取組を行う事業（部門３）」について支援を
行い、その成果の全国への展開を図る。

■募集期間 令和４年４月２０日～令和４年５月２０日
■応募件数 計１１６件（部門１：２１件部門２：５０件部門３：４５件）
■採択件数 計 ７０件（部門１：１５件 部門２：２７件部門３：２８件）

＜採択事業の例＞

部門１：専門家等と連携した空き家に関する相談窓口の整備等を行う事業
・ 空き家放置事例を４コマで表現したカードの作成、町会費集金の際のカード配

布による空き家抑制の啓発、所有者からの相談対応、カード配布の効果検証等を
行う。［NPO 法人ふるさと福井サポートセンター］
部門２：住宅市場を活用した空き家に係る課題の解決を行う事業
・ 所有者の存命中に死後の所有権帰属を明確化できる「始期付負担付死因贈与

契約」及び「賃貸借契約」を活用したサブリースによる賃貸の実施、契約書のひな
形やマニュアルの作成、入居希望者の掘り起こし・マッチング等を行う。［株式会
社巻組］

部門３：ポスト・コロナ時代を見据えて顕在化した新たなニーズに対応した総合
的・特徴的な取組を行う事業
・ 移住を検討している人を対象とした空き家清掃や家財整理の体験イベントの実

施、移住マッチングサービスを活用した移住希望者の募集、移住希望者と空き家
所有者のマッチング等を行う。［特定非営利活動法人高田暮舎］


